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12月 度理事会の概要

開 催 日 時 : 平成 26年 12月 18日 (木)15時 00～ 17時 00分
開 催 場 所 : 文京 シ ビックセ ンター  5階  D会 議室

文京 区本郷 1-16-21
理 事 総 数 :  10人
出席理事数 :   8人

(1)理 事長挨 拶

師走のお忙 しい時にお集 ま りいただきあ りがとうございます。

本 日は、このあとボー リング大会忘年会があ りますので宜 しく

お願い致 します。

(2)業務報告

① 事務局運営・渉外

12月 2日 (火)保 険業務打合せ

団体賠償保険、傷害保険をどのように運営 していけば

より良い成果が出るのかを話合 う。

閉サンリヒ
゛
ンク

゛ 駄栗毛、三井住友海上 上田

事務局 岡野

12月 5日 (金) 東京消防庁 予防課訪問

=廣
江理事長、岡野事務局長

予防課長の加藤様に新年賀詞交歓会の出席を依頼。

② 広報

防災組合ニュース 12月 10日 号発行

引き続き内容の充実を図って行 く。

③ 教育

防排煙設備実務講習会

参加希望者が多 く、会場の都合で御断 りをした方が数名 出て

いるので、来年早々再度行 う計画を立て実行する。~     
甲 3類受験準備講習会
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参加者 8名 だが講習会を実施。

甲4類受験準備講習会

27年 2月 16日 (月 )、 17日 (火)開催予定。

講師と打合せを行 う。

その他

松原理事が他の会社の安全大会に出席し「一人危険予知カー ド」

と言 うものを入手、優れたものなので配布を検討したらどうか

と提案、了承 される。入手先を探 し取 り寄せる準備に入る。

同時に、危機管理に対する講座、組合主催の安全大会の開催

を検討する。参加できない人には資料、レジュメなどがあれば

送ることとする。

④ 福利厚生 0企画

参加者が増えている本 日の忘年ボーリング大会を成功裏に収め

たい。今 日は青年部に進行をお願いしてある。

⑤ 財務・共同購買

売上は比較的順調に推移 している。財務状況は前年度対比で

プラスとなっている。この状態を堅持したい。

⑥ 開発 :現在のところ特にない。

⑦ 防排煙検討委員会 :新年度から委員会を再開する。

③ 青年部 :各行事における青年部の働きに感謝の意を表する。

⑨ 支部運営促進

懸案の隣接する支部と合同で支部会を開催することについて

担当の中島理事より再考の余地があるのではとの意見がでる。
もう一度、各支部会の開催の仕方、内容などを吟味する必要が

有るのではないか等の意見もでて継続審議 となる。

⑩ 研究部会

定款、規約の改訂に取 り組む。特に理事の定足数の問題は喫緊の

懸案で年明け早々より準備する。中央会等から意見を聞き理事会
で練 り上げ総会にかける。



⑪ その他の事業

団体賠償保険、傷害保険の案内を送付。保険会社 より指摘の

ある事故を多発する会社に対 し加入の申込があった場合の理事会

の対応が話 された。団体での加入が困難になった り、料率が変わ

つて他の組合員 に迷惑が及ぶ恐れのある時は加入 を断 ることも

あり得る。

(3)議案の審議

第 1号議案

賀詞交歓会及び関連事項について

役割分担を決めた。

第 2号議案

(1)三役新年挨拶廻 り、他団体新年会等の確認。

挨拶廻 り終了、昼食後三役会議 ガーデ ンパ レス担当者 と

賀詞交歓会最終打合せ。

(2)他 団体行事出席者

平成 27年 1月 6日 (火 )

東京消防庁出初め式      松原理事

平成 27年 1月 6日 (火 )

(一社)全国消防機器協会 新年名刺交換会

廣江理事長、磯部副理事長、中島専務理事

松原理事、岡野事務局長

平成 27年 1月 7日 (水 )

国土交通省 関東地方整備局

廣江理事長、武藤理事、岡野事務局長

平成 27年 1月 8日 (木 )

東京都中小企業団体中央会 賀詞交歓会

松原理事

平成 27年 1月 16日 (金 )

神奈川県防災消防協同組合 新年賀詞交歓会

廣江理事、岡野事務局長

次回理事会 平成 27年 1月 22日 (木 )

東京ガーデンパ レス会議室  「桂」

12時 00分～ 14時 00分
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・月 __日  (曜)

平成 26年 12月 度業務報告

・ 内 容 等 ・ 来局理事等

11月 26日 (水) 業務決裁

11月 28日 (金)全国消防機器協会 研修会 00

12月  2日 (火)保険業務打合せ     0・

12月  3日 (水)防排煙設備実務講習会開催

2月  5日 (金)加 藤予防課長訪問  ・・

12月  9日 (りk) 受験準備講習会甲3類開催 ・

業務決裁

経営診断12月 10日 (水 )

12月 18日 (木)12月 度理事会

忘年ボウリング大会

・ 岡野事務局長

スクワール麹町

・腑サンリヒ
゛
ング 駄栗毛

三井住友海上い 上田

・・・ 講師 廣江理事長

文京区民センター

廣江理事長、岡野事務局長

東京消防庁

・・講師 松原良美

文京区民センター

・ 00 廣江理事長

00・  小出副所長

。・・ 廣江理事長

文京シビックセンター

BIG BOX 高田馬場店



5



消 防 予 第 8号
平成 27年 1月 9日

各都道府県消防防災主管部長 殿

消 防 庁 予 防 課 長

(公 印 省 略 )

住宅用火災警報器の設置状況調査について

住宅用火災警報器 (以下「住警器」という。)の全国における設置率等は平成 26年 6
月1日 時点の調査で、設置率 79。 6%、 条例適合率 66.9%と なりました。
消防庁としては、住警器の未設置世帯に対 し、より効果的な普及啓発を行 うとともに、

既に住警器を設置している世帯に対しては定期的な点検の推奨や経年により火災を感
知する機能が劣化した住宅用火災警報器等の交換を推進するなど、継続的に維持管理広
報を実施する必要があると考えております。

つきましては、下記のとおり調査を実施いたしますのでご協力をお願いします。
また、貴都道府県内の市町村 (消防の事務を処理する一部事務組合等を含む)に対 し

てもこの旨周知されるようお願いします。

記

調査内容

消防本部の管轄区域内の住宅 (共同住宅・長屋含む)における住警器設置状況

調査方法

「「住宅用火災警報器設置状況調査方法について」の一部改正について」 (平成 27

年 1月 9日 付け消防予第 7号)に より改正された「住宅用」

について」 (平成 26年 1月 10日付け消防予第 2号)で示した方法。
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(男 1涵Rl )

住宅用火災警報器設置状況調査方法

第1 趣旨

各世帯における住宅用火災警報器 (以下「住警器」という。)の設置状況を一定の住宅区分ごとに把

握し、今後の普及啓発広報及び既に住警器を設置している世帯への適切な維持管理広報に関する施策に

活用することを趣旨とする.

第 2 田査方法

1.調査実施主体

消防署又は消防本部とする。

2.調査方法

原則として、調査を実施する世帯 (以下「調査世帯」という。)に対して調査員が訪間を行
い、条例等に基づいた住警器の設置の有無及び調査世帯の住宅区分等について調査する。

消防署又は消防本部職員は、地域関係者 (婦人 (女性)防火クラブ、消防団、自主防災組織、

町内会、自治会等)と積極的に連携して調査を行うよう努めることとする。

3.調査世壺

①調査対象世帯数

調査対象世帯数については、各消防本部が管轄する地域の世帯数に応じて下記の表による世
帯数以上の調査を実施すること。

※下表に、各消防本部の行う調査に必要な最低限度の標本数を示す。
調査対象世帯数早見表

管轄世帯数 (1月 1日 現在) 調査対象世帯数

20,000世帯以上
96世帯以上

※東京消防庁にあっては 384世帯以上

■QO∞ 世帯～1■999世帯 43世帯以上

9′999世帯以下 24世帯以上

②調査世帯の決定方法
口原則として、無作為抽出により調査世帯を決定すること。(無作為抽出 (例)参照)

・無作為抽出の結果、共同住宅又は長屋が抽出された場合は、無作為に 1世帯を抽出し、調査
世帯とすること。

・調査対象世帯を数力所の地域に絞り込み調査を行う場合 (層別抽出 (例)参照)についても、

調査地域が偏ることの無いように配慮すること。

O無作為抽出 (例 )

・調査対象地域の全世帯リス ト (住民基本台帳や住宅地図など)を準備する。
・ リス トの全世帯に 1からN(全世帯数)までの番号を付ける。
・次式により抽出間隔を決定する (小数点以下は四捨五入)。

・ d=N tt n'(d:抽出間隔、N:調査対象地域の全世帯数、n' :調査世帯数)

・最初の抽出番号 Sをサイコロ等により無作為に決定する。その後、S+d、 S+2d、 …に

該当する番号を抽出する。

※全世帯数に番号を付したのち、乱数表 (別添2参照)による抽出を行つてもよい。
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O層別抽出 (例 )

・郵便番号の一覧等から、乱数表

・選定した調査対象地域の中から、

(別添 2参照)を使用し調査対象地域を数力所選定する。

丁目の一覧等を利用し調査世帯を選定する。

E…
1抑囃

=ヨ

ユ|卜:
2 ●町2丁 目  0

'コ

|■キ :lil=
4●町4丁目  0

■コⅢl鴫■■
=:6●町 6丁 目  0

※乱数表を使用して、調査対象地域を
選定し、選定された各地域において
5～ 10世帯の調査を行う.

T目選定後の調査世帯の決定につい
ては、上記無作為抽出の例によること.

Ｆ

「

Ｉ

Ｌ

4,質問項目及び調査票

「住警器の設置状況」、「調査世帯の住宅区分」を必須項目とする。
調査票については、別紙調査票 (例)を参照すること。

5.集計について

設置世帯数の集計については下記に留意すること。
・住警器の設置世帯数については、各市町村条例等に基づき設置が義務付けられている住宅の

部分のうち―箇所でも設置している世帯 (「設置世帯」を除く。)を「一部設置世帯」とし
て集計し、全てに「設置している」と回答 した世帯を「設置世帯」として集計すること。

・自動火災報知設備等が設置されていることで、住警器の設置が条例で免除されている世帯は、
「設置世帯」として取り扱うこと。

・不在等により設置 日未設置が確認出来ない世帯については、「調査世帯」に計上しないこと。
・住宅区分に関して一部店舗併用住宅については、一般住宅として取り扱うこと。

また、長屋については、共同住宅等として取り扱うこと。
口消防本部の条例適合率及び設置率は次式により算出する。

(消防本部の設置率)%=((住 警器設置世帯数)+(住 警器一部設置世帯数))

÷ (調査世帯数)X100
(消防本部の条例適合率)%=(住 警器設置世帯数)÷ (調査世帯数)X100

6.その他

・訪間調査の際、未設置世帯に対しては、奏功事例等を示して住警器の設置を促すとともに、
設置世帯については、電池切れの際の対応等維持管理広報を行うこと。
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調査票 (例 )

固  条例により住宅用火災警報器の設置が義務付けられている住宅の部分全てに住宅用火災警報器      .
が設置されていますか。

〔条例に基づき住宅用火災警報器の設置を義務付けられている住宅の部分〕
・就寝の用に供する居室 (寝室・子ども部屋)

・階段 (寝室が 2階以上の階にある場合)

。●● (適宜、「台所」等条例に基づき設置が義務となる場所を追カロしてください.)

1.設置している (全部設置)

2.一部設置している (一部設置)

3.設置していない (未設置)

固 整生まいの住宅は、次のうちどれに該当しますか。
1.一戸建て

2.共同住宅等

3.共同住宅等

＞

家
餓
れ
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事 務 局 だ よ り

◎組合員情報

・住所変更 東和防災工業株式会社 (代表取締役・長竹 晃平)

〒160-0023
東京都新宿区西新宿6-24-1

西新宿三井ビルディング12階
電話  03-3345-5270
FAX 03-3345-5290

株式会社カナイ防災機材 (代表取締役・金井 隆男 )

〒350-1142
埼玉県川越市大字下松原 639-4
電話  049-242-5327
FAX 049-243-1908

◎組合行事

・ 12月 18日 (木) 忘年ボウリング大会

於 :BIG BOX高田馬場店・グラン ドボウル

優勝 :荻邦宏 (日 邦防災)、 準優勝 :板倉敏夫 (利幸 )

三位 :水落洋一 (事務局 )

・ 1月 22日 (木) p m3時 ～5時

於 :ホテル東京ガーデンパ レス 2階 「天空」

◎共済制度について

●消防設備保守 0点検・設置工事等の賠償責任保険 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店・株式会社サンリビング)と 提携

しています。請負業者賠償責任保険・生産物 (完成工事)賠償責任保険・

受託者賠償責任保険がセッ トになつた総合型の保険です。

●自動車共済制度 :

関東 自動車共済共同組合 と提携 しています。

団体傷害補償制度 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店・株式会社サンリビング)と 提携

しています。

◎ ご注文は今後も FAXでお願い します。

組合員の皆様には、いつも FAXでご注文をいただき誠にありがとうござ

います。ご注文の商品名・数量等間違いのない納品をさせて頂 くために、
ご注文は今後 とも FAXでお願いいたします。
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組合員各位

平成 27年 1月

日本防災設備協同組合

教育事業担当理事 :磯部・

拝啓 貴社ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。

平素は組合の事業につき格別のご高配を賜 り、厚くお礼申し上げます。

さて、 卜記の通り消防設備士第4類 (自 火報)の受験澤備講習会を行います。
ご多用中とは存じますが、多数ご参加賜 りますようご案内申し上げます。   敬具

記

1 日時 王重 27年 2月 ■6日 二月)～ ■7日 υり

受付開始 午前 9時■5分から  午前 9時 30分～午後 4時45分
2 場所 2月 16日 (月 ) 文京区民センター 3階 B会議室

2月 17日 (火) 同 上

3 講師 能美防災株式会社 教育専門担当者 紹 尾憲明様)

4 受講 申込締切  平 成 27年 2月 3日 υり

5 受講実施最低人数 10人
講習会実施・不実施については、申込著へ2月 4日 (水)までにFAX連絡致します。

6 受講料   6, 000円 (2日 分)

尚、 テキス ト代は別途負担しt唄きます。

(テ キス トについては別途ご案内します。テキスト代は当日申し受けます。)

受講料は、夭鳳決定後、 2月 10日 飲 )までに下記にお振込ください。

振込先 みずほ銀行 ポ待呼支店

普通預金 口座番号 69868■   日本防災設備協同組合
尚、お振り込みのとき、振込者名 (社名)の後に「4」 を付記してください (理由 :経理処
理の混乱を避ける為です).

7 申込方法 下記に必要事項を記入の上、本紙を事務局へFAXしてください。

申込先 :事務局 岡野 (FAX o3-3813-9460)

り 16～ 17日第4類受験準備講習会申込
会社名

参加者名 :

(ふ りがな)

鯉 合員・組合員でない方・ 00ぃずれかにOをつけてください):
尚、組合員でない方の場合は住所もご記入ください。

防設備士第 4類 (自火報)受験準備講習会のご案

連絡先 :TEL           FAX


